
同族会社や中小企業であっても、法人（株式会社）である以上、会社法等の規制を受けることになります。 

会社法等の規制の理解を誤れば、会社の適切な運営はおろか、場合によっては経営権すら脅かされる事態に

なりかねません。 

本ニュースレターでは、前号に引き続き、会社運営・株主対策上の留意点のうち、取締役の利益相反取引、

競業避止義務について解説いたします。会社の機関設計にあたりお悩みの方にとってご参考になれば幸いです。 

① 取締役の利益相反取引—利益相反取引と包括承認の可否 

【質問】 

当社（甲社）の代表取締役Ｘは、別会社乙社の専務取締役も兼務しているところ、このたび、当社は乙社

との間で、今後長期にわたって業務委託契約を締結することを検討しています。 

このように、Ｘが甲・乙社双方の取締役を兼務している状況での甲乙間の取引は利益相反取引に該当する

かと思いますが、当社の取締役会で利益相反取引の承認を受ける場合、具体的に誰がどのような提案をする

必要があるのでしょうか。 

また、このような継続的な取引について、取引の度にその都度個別に利益相反取引の承認をとるのは手間

がかかるため、包括的に承認したいのですが、可能でしょうか。 

【回答】 

取締役の利益相反取引の承認については、実務上、代表取締役Ｘから、取引の主要な内容と利益相反の状

況について開示して提案を求めることとなります。 

また、利益相反取引の承認について、合理的な範囲での包括的な承認は可能と考えられており、実務上、

１年間の範囲で事前に包括的に利益相反取引の承認を行う場合があります。 

【解説】 

１.利益相反取引とは 

「利益相反取引」とは、取締役がその忠実義務に違反して会社の利益を犠牲にして自己又は第三者の利

益を図る取引をいいます。 

会社法上は、会社法３５６条１項２号及び３号の取引を総称して「利益相反取引」として規定していま

す。なお、同様の趣旨に基づき、利益相反取引とは別に、取締役が自己又は第三者のために会社の事業の

部類に属する取引をしようとするときはあらかじめ株主総会（取締役会設置会社の場合は取締役会。会

社法３６５条１項）の承認を必要とする、競業避止義務が規定されています（会社法３５６条１項１号）。 

利益相反取引のうち、会社法３５６条１項２号に規定する取引は、取締役が自己又は第三者のために会

社と行う取引（直接取引）であり、会社法３５６条１項３号に規定する取引は、会社が取締役以外の者と

の間で行う、会社と取締役の利害が相反する取引（間接取引）をいいます。 

２. 利益相反取引の承認手続 

利益相反取引に該当する場合、取締役会設置会社においては、当該利益相反取引を行った取締役は、当

該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な事実を取締役会に報告し、承認を受ける必要があります

（会社法３６５条２項・３５６条１項１号・２号）。 

この点、重要な事実を開示して承認を求めるべき取締役については、直接取引・間接取引いずれかを問

わず、実務上は、会社を代表して取引を行った取締役が、議案を提出して、重要な事実を開示する運用を

とるケースが一般的です。  

４. Column①：【企業法務】会社運営の留意点⑤ 
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また、開示すべき事項は「重要な事実」とされていますが、当該開示が取締役会の承認の判断のため

に求められていることから、当該判断に必要な事項の開示が要求されます。具体的には、取引の主要な内

容（たとえば、相手方、種類、目的物、数量、価格、時期等）及び利益相反の状況（たとえば、相手方の

過半数の議決権を取締役が保有すること等）の開示が必要となります。 

なお、直接取引の類型について、当事者や代理人等として開示し、または間接取引の場合に当該取引に

よる恩恵を受ける取締役が、当該取締役会決議について「特別利害関係人」（会社法３６９条２項）に該

当することにも注意が必要です。 

３. 利益相反取引の包括承認の可否 

法律上、複数の取引について一度に承認を行うことは制限されていません。 

これに対して、事前に一定期間先に行われる予定の取引について包括的に承認を求める場合、時期の経

過によって承認の判断が異なりうるような取引については、かかる包括承認を行うことには慎重な判断

が必要となります。もっとも、定型取引や反復継続する取引等、時期の経過によって承認の判断が異なる

可能性が低い取引については、特段の弊害がなく、包括的な事前承認も認められるものと考えられてい

ます。 

ただし、かかる包括承認が行われる場合であっても、実務上、１年を超えて長期間にわたる取引の包括

承認が行われるケースは少ないものと思われます。 

【ご相談のケースについて】 

取締役の利益相反取引の承認については、実務上、代表取締役Ｘから、取引の主要な内容と利益相反の状

況について開示して提案を求めることとなります。 

また、利益相反取引の承認について、合理的な範囲での包括的な承認は可能と考えられており、実務上、

１年間の範囲で事前に包括的に利益相反取引の承認を行う場合があります。 

② 競業避止義務−親子会社・兄弟会社間での取引 

【質問】 

当社（甲社）には、１００％親会社として乙社がいますが、乙社の取締役は当社の代表取締役を兼務して

います。この場合、当社と乙社との間での取引は競業取引に該当するのでしょうか。 

また、当社には、乙社を親会社とする兄弟会社である丙社もいますが、当社と丙社との取引も競業取引に

該当するのでしょうか。 

【回答】 

乙社が甲社の１００％親会社であれば、甲乙間での取引は完全親子会社間での取引であり、利害が対立

する関係にはないことから、会社法３５６条１項が規制する競業取引には該当しないものと思われます。 

また、兄弟会社である甲・丙社間での取引も、乙社が丙社にとっても１００％親会社であれば、甲・丙間

での取引と乙社の利害が対立する関係にはないことから、競業取引には該当しないものと思われます。 

【解説】 

１. 取締役の競業避止義務 

取締役は、会社の業務執行又はその決定に関与するため、会社のノウハウや顧客その他の会社の内部情

報を知り、又は入手しやすい立場にあるため、このような地位にある取締役が会社と競合する取引に従

事すると、本来会社の事業のために用いられるべき情報や取引関係が、取締役の行う競争事業のために

利用されるおそれが大きいと言えます。 

そこで、会社法は、取締役が会社の利益を犠牲にして自己又は第三者の利益を図るおそれの大きい行為

をしようとするときは、当該取締役は株主総会（又は取締役会）において当該取引に関する重要な事実を  
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開示し、その承認を受けなければならない、とされています（会社法３５６条１項、３６５条。いわゆる

競業避止義務）。 

２. 親子会社間の競業取引 

かかる趣旨に鑑みると、親会社と子会社が同種の事業を行う場合に、親会社の取締役が子会社の代表取

締役を兼任し、子会社を代表して親会社の「事業の部類に属する取引」を行う場合も、子会社に、当該親

会社以外の株主が存するときは、親会社の利益と子会社の利益が衝突する可能性がある以上、本条の適

用があるものとされています。 

これに対して、完全親子会社間の場合は、親子会社間に利害の対立がないことから、競業避止義務の趣

旨が妥当せず、同条の適用はないものと解されています（大阪地裁昭和５８年５月 11日金判６７８号）。 

ただし、完全親子会社の場合であっても、子会社が倒産すれば、子会社の財産は子会社の債権者の担保財

産となり、株主である親会社に優先することから、親子会社間に利害の対立がないとはいえないとして、

本条の適用を認める見解もあることに注意が必要です。 

３. 兄弟会社間の競業取引 

これに対して、兄弟会社間の取引と会社法３５６条の適用の有無については、直接言及した文献は見当

たりません。 

もっとも、会社法３５６条の趣旨に鑑みると、兄弟会社双方にとっての株主が１００％親会社のみであ

れば、兄弟会社間での取引の結果、双方の株主（＝１００％親会社）の利益が害されることにはならない

ことから、完全親子会社間の取引と同様、利益相反関係がないものとして本条の適用がないものと整理

することも合理的と思われます。 

【ご相談のケースについて】 

乙社が甲社の１００％親会社であれば、甲乙間での取引は完全親子会社間での取引であり、利害が対立

する関係にはないことから、会社法３５６条１項が規制する競業取引には該当しないものと思われます。 

また、兄弟会社である甲・丙社間での取引も、乙社が丙社にとっても１００％親会社であれば、甲・丙間

での取引と乙社の利害が対立する関係にはないことから、競業取引には該当しないものと思われます。 

③ 競業避止義務—取締役兼株主による競業取引 

【質問】 

当社（甲社）の取締役Ｘは、当社の一人株主でもあります。Ｘが、当社と取引をする場合、会社法で規

制されている競業取引に該当するでしょうか。 

また、当社のグループ会社乙社の取締役Ｙは、乙社の１００％株主ではありませんが、ライバル会社丙

社の株式３０％を保有しており、しかも丙社の経営を実質的に支配している場合に、Ｙが丙社と取引す

ることは競業取引に該当するでしょうか。 

【回答】 

取締役Ｘが甲社の１００％株主である場合には、Ｘと甲社との間に利害が対立する関係にないため、競

業取引には該当しないものと思われます。 

これに対して、グループ会社乙社の取締役 Yが競合会社丙社の３０％の株式を保有し、かつ、丙社の経

営を実質的に支配している場合には、乙社と丙社との利害が対立する事態が想定されることから、競業

取引に該当するものと思われます。  
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【解説】 

１. 取締役の競業避止義務 

※②の同項目をご参照ください。 

２. 取締役兼一人株主により競業取引 

前述のとおり、会社法が取締役に対して競業避止義務を課した趣旨は、取締役と会社（＝株主）の利害

が対立し、会社（＝株主）の利益が害される事態を防止することにあるものといえます。 

かかる趣旨からすると、会社の全株式を保有する取締役と会社との間では、取締役と株主とが同一人物

であり、取締役と株主の利害が対立する事態が生じ得ないことから、競業避止義務を課す必要はないもの

と思われます。 

なお、競業取引については、株主全員の同意がある場合には取締役会の承認は不要と考えられているこ

とからも、競業取引を行う取締役が会社の全株式を保有する場合は、一人株主の同意がある場合と同視し

て、競業避止義務の対象とならないものと整理することも可能と思われます。 

３. 競業会社の株主を兼務する場合 

これに対して、取締役が競業会社の役員は兼務していないものの株主である場合には、株主を兼務して

いることをもって直ちに競業取引に該当するものではないとしても、状況によっては会社と取締役との利

害が対立する事態が想定され、競業取引に該当する可能性があるものと思われます。 

具体的には、取締役が競業会社の経営を実質的に支配している場合には、当該取締役と会社との間の利

害が対立するものといえ、取締役会の承認を要する競業取引に該当するものと思われます。 

裁判例においても、競業会社の過半数の株式を保有していないものの、対抗しうる株式を保有する株主

が存在しないことや、過去からの支配の経緯等から、事実上の主宰者として経営を支配してきたと認定し

た取締役について、旧商法２６４条（現会社法３５６条）の適用を認めたもの（大阪高裁平成２年７月１

８日判時１３７８号）があります。 

また、家族により出資・運営されている競合会社について、出資持分は全く保有していないものの、運

営資金を貸し付けていること、事業上不可欠な土地の賃借契約の連帯保証人となっていること等から、資

金調達、信用及び営業について中心的役割を果たしているとして、事実上の主宰者と認定して競業避止義

務違反を認定した裁判例があります（名古屋高裁平成 20年４月 17日金判１３２５号）。 

【ご相談のケースについて】 

取締役Ｘが甲社の１００％株主である場合には、Ｘと甲社との間に利害が対立する関係にないため、競

業取引には該当しないものと思われます。 

これに対して、グループ会社乙社の取締役 Y が競合会社丙社の３０％の株式を保有し、かつ、丙社の経

営を実質的に支配している場合には、乙社と丙社との利害が対立する事態が想定されることから、競業取

引に該当するものと思われます。 
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